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 教育・学習支援業における組織であるＳ社東京支店を事例として、2006 年度 4 月から 2008 年度 3 
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1 非正規や外部人材（コンティンジェント・ワーカー）と呼ばれる雇用者は、企業が労働需要の変動に合わ
せて従業員を変動させるなど、人件費削減を狙って活用する企業との長期的な雇用関係を前提としない従
業員を意味する。非正規は 1990 年代半ばまでは約 2 割であったが、2012 年の調査段階（平成 24 年 2 月
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出所：Baron and Kreps（1999）p.461, Figure 18-1. 
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 Mintzberg（1973）はマネジャーの活動を 3 つに大別している。第 1 は対人関係、第 2 は情













                                                          






る管理」（Management By objectives and Self-Control）の理念が根源に据えられている。 
9 マネジャーの役割に関しては、経営実務界における人材育成の教育カリキュラムとして、戦後アメリカよ
り日本に MTP（Management Training Program）が紹介され導入された。その後、MTP をベースとして
各企業はマネジャー教育を実施してきた。 
10 Mintzberg, H.（1973, 邦訳 pp.91-163） 
11 Mintzberg, H.（2009, 邦訳 p.139） 
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 一方 Drucker は、マネジメントを行うのはスペシャリストであるとしてマネジャーの役割に
限定して述べているわけではなく、主にトップ・マネジメントの役割について言及している。
また Drucker は、マネジメントには 2 つの課題があり、マネジメントの仕事には基本的なもの
が 5 つあると指摘している。マネジメントの 2 つの課題の一つは、部分の総和よりも大きな全
体の総和よりも大きなものを生みだすことである。もう一つは、自らのあらゆる決定と行動に
おいて、直ちに必要とされるものと、遠い将来に必要とされるものとをバランスさせることで
ある。また、マネジメントの仕事に基本的な 5 つとは、第 1 に目標を設定すること、第 2 に組





















                                                          
12 Drucker, P.F.（1973, 中邦訳 pp.24-27） 
13 Drucker, P.F.（1973, 中邦訳 pp.112-193） 
14 Mintzberg, H.（2009, 邦訳 p.139） 
15 Drucker, P.F.（1973, 中邦訳 pp.47-54） 
16 Taylor の言う「精神革命」とは、一言でいえば、「工員および管理者側が相互に対し、また各自の義務
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 教育・学習支援業における組織を事例として、2006 年度 4 月から 2008 年度 3 月の 2 年間に
わたる参与調査と、2008 年から 2011 年にはマネジャーと正規メンバーへの聞き取り調査を実
施した。調査対象は従業員 480 名を擁する教育・学習支援企業のＳ社東京支店である。 
 
４．２ Ｓ社東京支店の概要と現状 




のメンバー全員である。構成員はマネジャー１名と課員 4 名であり、非正規は 13 名（派遣ス
タッフ 9 名、業務委託 2 名、パート 2 名）である18。 
 2006 年 4 月より A 氏が、営業サポートセンターマネジャーに営業プロモーションセンター
から異動して着任した。A 氏が最初に行ったことは、前任部長が取り仕切っていた狭い簡易な
ミーティングスペースから、マネジャークラス以上が主に使う会議室への変更であった。その
                                                          
18 内訳は、派遣スタッフ 2 名、業務委託 1 名、パート 1 名であり、営業 1 課から 7 課に営業サポートセン
ター所属の派遣スタッフが各 1 名の合計 7 名と、8 課には業務委託 1 名とパート 1 名が所属する。 
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主なものであるため、一ヶ月に 1 回 1 時間の会議であった。 









 活用されていなかった業務マニュアルをベースに、A 氏はその後 2 つの改革を実施した。第
1 は、業務項目ごとに業務量の把握と時期・時間の分析である。営業サポートセンターの業務
が 1 年中で特に集中するのは、4 月から 6 月後半の 3 カ月間であり、その業務項目と業務量を、
誰もが分かるように可視化したことである。事務そのものは目に見えにくいため、皆が仕事の
全体の流れと項目、また量と時期を共通に把握する必要があった。営業メンバーの受注活動の











 そこで A 氏は、正規 4 名の意見を丁寧に聴くことで段階的に仕事のしくみの改善を行った。
最初は特に忙しい 4 月から 6 月の 3 ヶ月間に限り、2 名の短期派遣スタッフの採用であった。
次に、全体業務の分業項目と協業項目の可視化を通して、進捗状況を共通に確認できる態勢を
整えた。各営業課 8 名の派遣スタッフの状況は、営業各課の業務をそれぞれ 1 名が担当してい
                                                          
19 その要因は、営業メンバーが受注契約書を作成するのは毎月 20 日から 25 日がピークになることと、契
約書を持ち帰ってくる時間は 17 時以降が 7 割以上であることが分かった。 
20 コンフリクトの解決は、抑圧（domination）、妥協（compromise）が一時的な解決であるのに対して、
統合（integration）こそが真の解決策である（Follet, 1924）。 
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1.1 前年度一覧データファイル整理 ● ■ ■
1.2 顧客別価格表示の確認 ● ■ ■
1.3 募集月別計画と態勢シフト ● ■ ■
1.4 顧客別前年売上高と見込額確認 ● ■
1.5 顧客別営業担当者の日程調整 ● ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ 




2.1 顧客から原稿入手日程確認 ● ■ ■ ■ ■
2.2 原稿チェックと修正作業 ● ■ ■




3.1 申込書受け取りと確認 ● ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ 































































5.1 顧客の電話・メール受信 ● ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ 
5.2 要件対応にかかわる職務 ※






















6.1 組織内部からの電話・メール受信 ● ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ 
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このような行為は組織活動における秩序を乱すことには変わりなく、関係部署のマネジャーか
ら憤りの矛先は管理責任者である A 氏に向けられた。この 2 名の派遣スタッフに頭を抱えた A
氏は、勤務態度22にかかわる雇用契約上の問題として、6 ヶ月間で契約を打ち切らざるを得な
かったのである。 




























                                                          
22 2 名の派遣スタッフは始業時間に遅れるなどの行為を繰り返していた。 
23 業務委託スタッフ H は、Ｓ社で長期間働くために派遣スタッフという契約から、業務委託会社に身分を
移して勤務を続けていた。 
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図表３：職務分担と協働指導態勢 
職務項目 
     ○他メンバー 
        協働職務 
         △他メンバー 
            関連職務 















































◎ ○ ○ ○ ○ △ △ △
各課非雇用メンバーの雇用管理とマネジメント ◎ ○ ○ ○ ▽ ▽ ▽ ▽ ▽ ▽ ▽ ▽ ▽ ▽ 
営業各課営業メンバーのサポート ◎ ○ △
新情報システムの設計と全社的な調整 ◎ ○ △
業務作業の標準化と効率化 
（正規）リーダーB 
○ ◎ △ △
新情報システム移行準備と関連部門の調整 ○ ◎ △ △ △ ▽ ▽ ▽ ▽ ▽ ▽ ▽ ▽ 
個人情報・知的財産権などのリスクマネジメント ○ ◎
営業プロモーション業務サポート （正規）メンバーＣ ○ △ ◎ ▽ ▽ ○東京支店庶務 ○ ◎ ▽
営業 1 課から営業 4 課の業務サポート （正規）メンバーＤ ○ ◎ ○ ▽ ▽ ▽ ▽ 営業 1 課から営業 4 課の派遣スタッフ指導育成 ○ ◎ ▽ ▽ △ △ △ △ 
営業５課から営業８課の業務サポート （正規）メンバーＥ ○ ◎ ○ ▽ ▽ ▽ ▽ ▽ 営業５課から営業８課の派遣スタッフ指導育成 ○ ◎ ▽ ▽ △ △ △ △ △ 
東京支店全体業務 （非正規）派遣スタッフ f/F ◎
東京支店全体業務 （非正規）派遣スタッフ g/G ◎
東京支店全体業務） （非正規）業務委託スタッフ H ◎
東京支店全体業務 （非正規）パートＩ ◎
営業サポート業務 （非正規）1 課派遣スタッフＪ ◎ △ △ ○ 
営業サポート業務 （非正規用）2課派遣スタッフＫ △ ◎ ○ △ 
営業サポート業務 （非正規）3 課派遣スタッフＬ △ ○ ◎ △ 
営業サポート業務 （非正規）4 課派遣スタッフＭ ○ △ △ ◎ 
営業サポート業務 （非正規）5 課派遣スタッフＮ ◎ △ △ ○ 
営業サポート業務 （非正規用）6課派遣スタッフＯ △ ◎ ○ △ 
営業サポート業務 （非正規）7 課派遣スタッフＰ △ ○ ◎ △ 
営業サポート業務 （非正規）8 課業務委託スタッフＱ ◎ ○ 










後 2009 年 9 月、非正規の業務を多くの企業が見直さざるを得ない事件が起きた。それは、自
動車メーカーの本社で事務系の派遣社員として 5 年 8 カ月の間働き25、雇い止めにあった当時
                                                          
24 その後 2009 年には営業担当者から昇進した新任のマネジャーが営業サポートセンターに就いた。 
25 労働者の派遣は、原則として 1 年（手続きを踏めば 3 年に延長することは可能）という期間制限がある
（派遣法 35 条の 2）。もっとも、この期間制限の規制には例外があり、政令で定められた専門 26 業務に該
当する業務を担当するものとして派遣された場合には、上記の期間制限の規制は適用されない。ただし、
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点である（図表 4）。業務分析と業務標準化が基盤にあり（ステップⅠ）、そのうえで、第 1 は





性は 4 つのプロセスを繰り返すことである。第 1 に仕事の分析、第 2 にプロセスへの統合、第




                                                                                                                                         
専門 26 業務とは、迅速かつ的確な操作に習熟を必要とするものに限られ、形式上、専門 26 業務であると
の体裁を整えたとしても、実質的に専門業務に該当しない場合には、原則どおり期間制限を受けることと
なる。 
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例分析を行った。その結果、明らかになった点は次の 2 点である。 
 第１は、マネジャーが主体となって、業務分析と業務標準化、分業と協業態勢の可視化を基
盤にした活動が、協働システムを機能させる前提となることである。 






 第 1 は、業務分析と業務標準化を基盤として協働システムの設計を行うプロセスの解明であ
る。それは、いかにして正規と非正規のコミットメントを高めるかという行動科学に関する研
究課題である。 
 第 2 は、組織の協働と個人の自立によって、組織と個人の目的が統合されることが理想であ
る。しかし、それらが機能するためには、協働によるマネジメントにおけるフィードバックと
承認をどのように行うかという、経営実務の実践方法に関する研究課題である。 
 第 3 は、今後ますますグローバル化が進展する中で、ビジョン、ミッション、ウェイなどと
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